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今後のオフィスの空室率は
～低水準の新規オフィス供給が下支えか？

楽読
（ラクヨミ）

Ｖｏｌ.137

※上記は過去のもの及び予想であり、将来の運用成果等を約束するものではありません。
※森トラストおよび三鬼商事調査など信頼できると判断したデータをもとに日興アセットマネジメントが作成

オフィス仲介大手の三鬼商事が9日まとめた東京都心5区の6月末のオフィスビル空室率（解約予告を含
む）は、7.25％と前月比0.29ポイントの悪化となり、2004年9月以来、4年9ヵ月ぶりに7％台となりました。
近年にない景気悪化の影響で、企業のオフィス縮小や解約が相次いでいることなどから空室率の悪化
が続いています。今後の不動産市況も引き続き不透明感の強い展開となりそうですが、2009年-2010年
には過去の平均※供給量を下回る低水準の新規オフィス供給が予想されていることなどから、供給量
の減少という側面からは今後の空室率改善の可能性を考えることができると思われます。
もちろん、2011年以降、新規オフィス供給量が再び増加することが予想されていることに注意する必要
がありますが、景気の状況によっては着工・竣工計画の延期や中止などが想定され、供給量が下振れ
する可能性もあると考えられます。

東京オフィスビル（都心5区）平均空室率の推移

（件）

供給件数（右軸）

（万㎡）

竣工済供給量（左軸） （予想）※

（％）

東京23区内の大規模オフィス供給量の推移

※空室率は2000年までは年次、2001年以降は月次データ ※都心5区（千代田、中央、港、新宿、渋谷）

経済指標の一部に
明るい兆しが出始
めてきたことは空室
率改善の追い風に

期間：1991年～2009年6月

期間：1991年～2012年（予想）

※過去の平均（1991年～2008年）：（供給量110万㎡/年）

未着工を含む
供給量

※森トラスト予想


